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徳島県政策創造部地方創生局市町村課



平成３０年度 市町村決算のポイント

【普通会計決算の状況】

１ 決算規模は，歳入が３，７８６億円で，前年度より０．４％減少し，歳出が３，６４７億円
で，前年度より０．８％減少し，歳入，歳出とも，前年度を下回った。

２ 決算収支では，実質収支が９，０２３百万円の黒字となっている。
また，実質単年度収支は，財政調整基金の取崩しの減少により前年度より７５８百万円増加

したものの，２，５９７百万円の赤字で，３年連続の赤字となった。
なお，実質収支が赤字の団体はない。

３ 歳入では，前年度と比べ，地方交付税が２．４％減少，国庫支出金及び県支出金がそれぞれ
． ， 。 ， ，４ ０％減少したことなどにより 前年度より減少となった なお 地方交付税の減少により

一般財源総額の水準は前年度よりやや低下している。
歳出では，前年度と比べ，義務的経費が，公債費の減少などにより１．２％減少し，投資的

経費が，災害復旧事業費等の増加などにより０．２％増加したが，その他の経費も積立金の減
少などにより０．６％減少するなど，歳入と同様に前年度より減少となった。

４ 経常収支比率は，平成２６年度以降，上昇しており，平成３０年度も物件費等が増加すると
ともに，経常一般財源である地方交付税が減少し，県加重平均で９２．５％と，前年度より
１．０ポイント上昇し，５年連続の上昇となった。
一方，実質公債費比率は，県加重平均で７．３％となり，２年連続で上昇した。
なお，実質公債費比率が１８％以上の地方債許可団体はない。

５ 地方債現在高は３８４，２７３百万円で，前年度より０．９％増加しており，２年連続での
増加となった。
また，地方債発行額は，過疎・辺地対策事業債の増加により，２年連続の増加となった。

６ 基金残高は１６９，７１２百万円で，財政調整基金及び減債基金の取り崩しにより，前年度
末から４，４５７百万円，２．６％減少し，３年連続の減少となった。
なお，これまでと同様に，団体間で大きな残高差が生じている。

【公営企業会計決算の状況】

１ 事業数は平成３０年度末現在８５事業で，前年度末と比べ１事業減少している。内訳は，介
護事業１事業が減となっている。

２ 決算規模（歳出総額）は，５０，５４４百万円で，前年度より１７５百万円，０．３％の減
少となっている。
また，事業別にみると，病院事業が最も大きく，次いで水道事業，下水道事業の順となって

おり，当該３事業で全体の９２．２％を占めている。

３ 経営状況は，全体の総収支では，２，５００百万円の黒字となっている。
また，事業を開始している８５事業のうち，黒字は７５事業で全体の８８．２％（黒字額：

３，１６８百万円）であり，赤字は１０事業で全体の１１．８％（赤字額：６６８百万円）と
なっている。



４ 料金収入は，２９，１２１百万円で，病院事業は増加しているが，水道事業，簡易水道事業
交通事業，下水道事業及び介護サービス事業は減少しており，前年度に比べて２７１百万円，
１．０％減少している。
なお，総収益に占める料金収入比率は，全体で７１．３％となっており，水道事業が

８５．１％と最も高く，一方，下水道事業が３３．６％と最も低くなっている。

５ 建設投資の財源である企業債発行額は，６，４１４百万円であり，今年度は病院事業，下水
道事業等における企業債の発行増加があったため，前年度より６７２百万円，１１．７％の増
加となっている。
また，企業債現在高は，１５４，３５４百万円で，水道事業や下水道事業などの事業進捗に

より，前年度より３，８５０百万円，２．４％減少している。

， ， ， ， ，６ 他会計繰入金は １１ ００８百万円で 水道事業や下水道事業で減少したため 全体では
前年度より３８６百万円の減少となっている。

７ 地方公営企業法の適用企業において，営業活動によって生じた各事業年度の損失（赤字）額
を累積した累積欠損金は，１５，０４４百万円であり，前年度より４０４百万円，２．８％増
加している。なお，累積欠損金を有する事業数は３２事業中１０事業であり，前年度と同数で
ある。
また，資金の不足額を示す不良債務は２，７６３百万円であり，前年度より１７百万円，

０．６％増加している。なお，不良債務を有する事業は，観光施設事業のみとなっている。

【健全化判断比率等の状況】

１ 健全化判断比率の４指標（実質赤字比率，連結実質赤字比率，実質公債費比率，将来負担比
率）においては，早期健全化基準以上に該当する団体はない。

２ 公営企業の資金不足比率においても，経営健全化基準以上に該当する公営企業会計はない。

【 む す び 】

平成３０年度の本県市町村の普通会計決算の全体額は，歳入が地方交付税，国庫支出金等の減
少，歳出が普通建設事業の進捗や公債費の減少等により，歳入・歳出ともに前年度を下回った。

また，健全化判断比率が早期健全化基準以上に該当する団体はなかったものの，実質公債費比
率及び経常収支比率の県平均値（加重平均）は前年度よりも上昇することとなった。

各市町村の財政状況は，定員管理の適正化や経費の見直し，歳入の確保や公債費の抑制など歳
入・歳出両面における行財政改革への不断の取組により改善されてきたが，高齢化の進行をはじ
めとする社会保障経費の増加や公共施設の老朽化対策経費の増加などにより，財政構造の硬直化
が進んでおり，今後の財政運営への影響も懸念される状況にある。

各市町村においては，統一基準による地方公会計の活用等による財政の「見える化」や公共施
設の適正管理の推進，公営企業の経営戦略の策定などにより，財政の透明性や将来を見据えた財
政健全化を図り，引き続き，人口減少の克服に向けた「地方創生」の実現や，大規模自然災害に
備えた防災・減災対策の強化など直面する行政課題に的確に対応することが強く求められてい
る。



平成３０年度 普通会計決算の概要

１ 決算規模

平成３０年度の県内２４市町村の普通会計の決算規模は，

歳入決算額３７８，６２８百万円（対前年度▲１，４１５百万円 ▲０．４％）

歳出決算額３６４，７２０百万円（対前年度▲２，８９９百万円 ▲０．８％）

となっている。

， ， 。歳入決算額は 地方交付税や国庫支出金等が減少し 前年度よりも減少となっている

歳出決算額は，人件費、扶助費や公債費等義務的経費が減少し，その他経費において

も積立金が減少していることから，歳入と同様に前年度よりも減少となっている。

■決算規模の状況 （単位：百万円,％）

決 算 額 増減率 決 算 額 増減率 決 算 額 増減率

歳入総額 376,622 △ 0.6 380,043 0.9 378,628 △ 0.4

歳出総額 362,257 △ 0.5 367,619 1.5 364,720 △ 0.8
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２ 決算収支

平成３０年度の歳入歳出の差引（形式収支）は，１３，９０８百万円の黒字となって

いる。

次に，形式収支から翌年度に繰り越すべき財源（４，８８５百万円）を控除した実質

収支は，９，０２３百万円の黒字となっている。

今年度，実質収支が赤字となった団体はない。

実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は，今年度は８４３百万円の

黒字となっている。また，財政調整基金への積立て・取崩し，繰上償還金を加味した実

質単年度収支は，前年度に比べて７５８百万円増加したものの，２，５９７百万円の赤

字となっている。

■決算収支の状況 （単位：百万円）

平成30年度
（ア）

平成29年度
（イ）

歳入総額 (A) 378,628 380,043 △ 1,415

歳出総額 (B) 364,720 367,619 △ 2,899

歳入歳出差引 (C)   (A)-(B) 13,908 12,424 1,484

翌年度に繰り越すべき財源 (D) 4,885 4,249 636

実質収支 (E)   (C)-(D) 9,023 8,175 843

単年度収支 (F) 843 △ 586 1,429

積立金 (G) 3,677 4,337 △ 660

繰上償還金 (H) 532 603 △ 71

積立金取崩し額 （Ｉ） 7,649 7,709 △ 60

実質単年度収支 (F)+(G)+(H)-(I) △ 2,597 △ 3,355 758

※端数処理等の関係上、計等が合わないことがある。
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３ 歳入

平成３０年度の歳入決算額は３７８，６２８百万円で，前年度に比べて１，４１５百万

円，０．４％の減少となっている。

また，一般財源総額は２１３，０１７百万円で，前年度に比べて１，０５６百万円の

減少となっており，構成比では５６．３％となっている。

（１）地方税

地方税は１０１，７３９百万円で，前年度に比べて１０６２百万円，１．１％

の増加となっている。

うち，市町村民税は４４，５９７百万円で，前年度に比べて１，２５６百万円，

２．９％の増加となっている。

（２）地方交付税

地方交付税は９１，５１９百万円で，前年度に比べて２，２２４百万円，２．４

％の減少となっている。

（３）国庫支出金

国庫支出金は４９，０３８百万円で，前年度に比べて２，０２１百万円，４．０％の

減少となっている。

（４）地方債

地方債は４０，１５０百万円で，前年度に比べて７９９百万円，２．０％の増加とな

っている。



■歳入の状況 （単位：百万円,％）

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額 増減率

地方税 ① 101,739 26.9 100,677 26.5 1,062 1.1

地方譲与税 ② 3,245 0.9 3,205 0.8 40 1.2

地方特例交付金等 ③ 359 0.1 277 0.1 82 29.6

地方交付税 ④ 91,519 24.2 93,743 24.7 △ 2,224 △ 2.4

地方消費税交付金等各種交付金 ⑤ 16,155 4.2 16,171 4.2 △ 16 △ 0.1

国庫支出金 49,038 12.9 51,059 13.4 △ 2,021 △ 4.0

県支出金 26,188 6.9 27,277 7.2 △ 1,089 △ 4.0

繰入金 17,368 4.6 14,096 3.7 3,272 23.2

地方債 40,150 10.6 39,351 10.4 799 2.0

　うち臨時財政対策債 ⑥ 11,248 3.0 11,769 3.1 △ 521 △ 4.4

その他 32,867 8.7 34,187 9.0 △ 1,320 △ 3.9

歳入合計 378,628 380,043 △ 1,415 △ 0.4

213,017 56.3 214,073 56.3 △ 1,056 △ 0.5

208,110 55.0 209,671 55.2 △ 1,561 △ 0.7

※端数処理等の関係上、計等が合わないことがある。

平成30年度 平成29年度 比　　較

うち一般財源　①＋②＋③＋④＋⑤

（参考）　①＋②＋③＋④＋⑥

区　　　分



■地方税の状況 （単位：百万円,％）

収入額 構成比 収入額 構成比 増減額 増減率

市町村民税 44,597 43.8 43,341 43.1 1,256 2.9

個人分 34,128 33.5 33,822 33.6 306 0.9

法人分 10,469 10.3 9,519 9.5 950 10.0

固定資産税 47,105 46.4 47,278 47.0 △ 173 △ 0.4

市町村たばこ税 4,801 4.7 4,940 4.9 △ 139 △ 2.8

その他 5,236 5.1 5,118 5.0 118 2.3

合計 101,739 100,677 1,062 1.1
※端数処理等の関係上、計等が合わないことがある。

平成30年度 平成29年度 比　較
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４ 歳出

（１）性質別歳出の状況

平成３０年度の歳出決算額は，３６４，７２０百万円で，前年度に比べて

２，８９９百万円，０．８％の減少となっている。

（１）義務的経費

義務的経費は１７３，７６２百万円で，前年度に比べて２，１８４百万円，

１．２％の減少となっており，歳出の構成比では４７．６％と前年度より０．３ポ

イント減少している。

人件費は６２，３４９百万円で，前年度に比べて８０８百万円，１．３％の減少

となっている。

扶助費は７２，０８１百万円で，前年度に比べて３３７百万円，０．５％の減少と

なっている。

公債費は３９，３３２百万円で，前年度に比べて１，０３９百万円，２．６％の

減少となっている。

（２）投資的経費

投資的経費は５３，８３１百万円で，前年度に比べて１００百万円，０．２％の

， ， ． 。増加となっており 構成比も１４.８％と 前年度より０ ２ポイント増加している

普通建設事業費は，社会資本整備事業等に係る補助事業費の減少により，前年度

に比べて１，５０７百万円，２．９％の減少となっている。

災害復旧事業費は，豪雨被害等に伴う復旧事業の増加により，前年度に比べ

１，６０７百万円，１１７．４％増加している。

（３）その他の経費

その他の経費は１３７，１２７百万円で，前年度に比べて８１５百万円，

０．６％の減少となっている。

物件費は４９，１７０百万円で，前年度に比べて３１４百万円，０．６％の増加

となっている。

補助費等は２８，８３４百万円で，前年度に比べて１１４百万円，０．４％の減

少となっている。

積立金は１１，３３８百万円で，財政調整基金等への積立金の減少により，前年

度に比べて１，２２１百万円，９．７％の減少となっている。

繰出金は４１，１４１百万円で，介護事業会計等への繰出金の増加により，前年

度に比べて２５４百万円，０．６％の増加となっている。



■性質別歳出の状況 （単位：百万円,％）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

義務的経費 173,762 47.6 175,946 47.9 △ 2,184 △ 1.2

人件費 62,349 17.1 63,157 17.2 △ 808 △ 1.3

うち議員・委員等報酬など 5,398 1.5 5,331 1.5 67 1.3

うち職員給 41,138 11.3 41,632 11.3 △ 494 △ 1.2

うち退職金 5,847 1.6 6,206 1.7 △ 359 △ 5.8

扶助費 72,081 19.8 72,418 19.7 △ 337 △ 0.5

公債費 39,332 10.8 40,371 11.0 △ 1,039 △ 2.6

投資的経費 53,831 14.8 53,731 14.6 100 0.2

普通建設事業費 50,855 13.9 52,362 14.2 △ 1,507 △ 2.9

うち補助事業費 20,506 5.6 21,844 5.9 △ 1,338 △ 6.1

うち単独事業費 29,477 8.1 29,805 8.1 △ 328 △ 1.1

災害復旧事業費 2,976 0.8 1,369 0.4 1,607 117.4

その他の経費 137,127 37.6 137,942 37.5 △ 815 △ 0.6

物件費 49,170 13.5 48,856 13.3 314 0.6

補助費等 28,834 7.9 28,948 7.9 △ 114 △ 0.4

うち一部事務組合負担金 11,063 3.0 10,995 3.0 68 0.6

積立金 11,338 3.1 12,559 3.4 △ 1,221 △ 9.7

繰出金 41,141 11.3 40,887 11.1 254 0.6

うち国保会計繰出金 7,790 2.1 7,612 2.1 178 2.3

うち介護会計繰出金 12,532 3.4 12,351 3.4 181 1.5
うち後期高齢者医療会計繰出金 13,566 3.7 13,423 3.7 143 1.1

その他 6,644 1.8 6,692 1.8 △ 48 △ 0.7

歳出合計 364,720 367,619 △ 2,899 △ 0.8
※端数処理等の関係上、計等が合わないことがある。
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（２）目的別歳出の状況

（１）総務費
総務費は４９，５６４百万円で，文化施設の整備費の増加などに伴い，前年度に

比べて１，３０４百万円，２．７％の増加となっている。

（２）民生費
民生費は１２９，６２１百万円で，社会福祉費などの減少に伴い，前年度に比べ

て１，９７８百万円，１．５％の減少となっている。

（３）土木費
土木費は３２，８４８百万円で，道路などの社会資本整備事業の進捗により，前

年度に比べて３，６９９百万円，１０．１％の減少となっている。

（４）教育費
教育費は３９，１６５百万円で，給食センター整備事業費の増加などに伴い，前

年度に比べて４８３百万円，１．２％の増加となっている。

（５）公債費
公債費は３９，３３７百万円で，地方債の償還終了などに伴い，前年度に比べて

１，０３４百万円，２．６％の減少となっている。



■目的別歳出の状況 （単位：百万円,％）

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額 増減率

総務費 49,564 13.6 48,260 13.1 1,304 2.7

民生費 129,621 35.5 131,599 35.8 △ 1,978 △ 1.5

衛生費 35,599 9.8 34,427 9.4 1,172 3.4

労働費 167 0.1 140 0.1 27 19.3

農林水産業費 11,754 3.2 12,041 3.3 △ 287 △ 2.4

商工費 5,908 1.6 6,053 1.6 △ 145 △ 2.4

土木費 32,848 9.0 36,547 9.9 △ 3,699 △ 10.1

消防費 14,247 3.9 14,440 3.9 △ 193 △ 1.3

教育費 39,165 10.7 38,682 10.5 483 1.2

災害復旧費 2,976 0.8 1,369 0.4 1,607 117.4

公債費 39,337 10.8 40,371 11.0 △ 1,034 △ 2.6

その他 3,534 1.0 3,690 1.0 △ 156 △ 4.2

歳出合計 364,720 367,619 △ 2,899 △ 0.8

※端数処理等の関係上、計等が合わないことがある。
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５ 経常収支比率

■経常収支比率の状況 （単位：％）

平成

11
12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

経常収支比率 85.2 85.1 87.9 89.8 89.5 92.2 91.2 91.0 91.9 90.6 89.9 84.7 87.5 87.4 86.2 87.1 87.8 90.8 91.5 92.5

うち人件費 34.4 33.3 33.8 33.8 32.7 34.1 33.0 32.1 31.6 30.4 29.5 27.2 28.2 27.0 26.1 26.3 26.5 26.7 26.8 26.9

うち扶助費 5.1 3.8 4.1 4.3 4.8 5.3 5.8 6.6 6.8 6.9 7.1 7.5 7.6 8.2 8.3 8.4 8.7 9.4 9.6 10.1

うち補助費等 9.7 9.6 9.8 9.7 9.8 9.1 8.1 7.8 8.2 8.4 8.6 7.9 8.1 8.3 8.2 8.2 8.3 8.6 8.7 8.7

うち公債費 19.0 19.0 20.2 21.0 21.2 21.9 21.9 22.4 22.9 22.4 21.5 19.6 19.6 19.3 18.5 18.3 17.8 18.6 18.2 17.9

うちその他 17.0 19.4 20.0 21.0 21.0 21.8 22.4 22.1 22.4 22.5 23.2 22.5 24.0 24.6 25.1 25.9 26.5 27.5 28.2 28.9

■経常収支比率の状況 （単位：％）

平成

11
12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

85.2 85.1 87.9 89.8 89.5 92.2 91.2 91.0 91.9 90.6 89.9 84.7 87.5 87.4 86.2 87.1 87.8 90.8 91.5 92.5 

83.9 83.6 84.6 87.4 87.4 90.5 90.2 90.3 92.0 91.8 91.8 89.2 90.3 90.7 90.2 91.3 90.0 92.5 92.8 93.0 
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財政構造の弾力性を表す経常収支比率は９２．５％で，前年度に比べて１．０ポイン

ト上昇している。

この主な要因は，経常収支比率の算出の分母となる歳入において，地方交付税の減少

に伴い，経常一般財源等が減少し，分子となる歳出において，物件費等が増加したこと

による。



６ 実質公債費比率

区分 平成17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

県平均 14.3 14.6 14.1 12.8 12.2 11.3 10.3 9.5 8.7 8.0 7.3 7.1 7.2 7.3 

全国平均 14.8 15.1 12.3 11.8 11.2 10.5 9.9 9.2 8.6 8.0 7.4 6.9 6.4 6.1 
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． （ ） ， ． ，実質公債費比率は７ ３％ 加重平均 で 前年度より０ １ポイント上昇しており

２年連続で上昇した。

この主な要因は，実質公債費比率の算定において，普通交付税の減少により分母とな

る標準財政規模が減少したことによる。

なお，実質公債費比率が１８％以上の地方債許可団体はない。



７ 地方債現在高

■地方債現在高の状況

区　分 平成11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

臨時財政対策債 0 0 4,997 14,939 34,181 47,823 58,150 66,081 72,606 77,461 86,395 100,829 109,372 117,951 125,398 132,077 136,725 139,039 141,019 142,023

過疎債・辺地債 67,261 69,658 71,654 72,233 71,002 71,421 70,954 68,634 65,733 65,631 61,946 57,657 54,972 51,966 48,383 45,828 44,916 43,839 42,934 43,226

一般単独事業債 137,490 144,548 150,186 148,388 142,426 135,277 129,382 121,738 117,883 111,153 110,166 106,624 106,082 106,306 109,284 116,534 116,972 119,408 123,348 125,895

その他 179,538 176,872 176,239 172,423 167,905 160,029 154,328 148,323 138,734 128,233 118,286 109,233 100,557 94,472 88,959 82,958 80,890 76,814 73,616 73,129

合計 384,289 391,078 403,076 407,983 415,514 414,550 412,814 404,776 394,956 382,478 376,793 374,343 370,983 370,695 372,024 377,397 379,503 379,100 380,917 384,273

(参考)

地方債発行額
44,735 40,107 47,208 42,975 46,640 37,553 34,917 32,959 32,549 30,394 35,829 38,902 37,089 39,043 39,306 43,043 39,166 37,481 39,351 40,150

（単位：百万円）
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地方債現在高は３８４，２７３百万円で，前年度末に比べて３，３５６百万円，

０．９％の増加となっており，２年連続での増加となっている。

，「 」 。 ，地方債の種類別では 過疎債・辺地債 の現在高は１４年ぶりに増加に転じた また

地方交付税の不足分を補う「臨時財政対策債 ，旧合併特例事業債を含む「一般単独事業」

債」等の現在高も増加している。

なお，地方債発行額は４０，１５０百万円で，前年度に比べて７９９百万円，

２．０％の増加となっている。



８ 基金の年度末現在高

■基金残高の状況 （単位：百万円）

区　分
平成

11
12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

財政調整基金 24,671 27,253 26,577 27,409 28,961 25,916 24,528 28,587 31,863 35,991 40,719 49,987 57,060 62,756 67,767 72,903 78,863 78,331 75,062 71,225

減債基金 25,438 27,665 26,746 24,729 22,528 17,729 16,633 17,306 17,970 17,951 19,561 25,519 28,296 31,045 33,801 36,122 38,481 39,459 39,156 37,283

その他特定目的基金 49,406 42,090 41,902 39,282 38,304 34,147 35,819 36,529 38,410 41,646 43,697 49,185 52,768 57,182 60,932 58,121 58,143 56,953 59,951 61,204

合計 99,515 97,008 95,225 91,420 89,793 77,792 76,980 82,422 88,243 95,588 103,977 124,692 138,124 150,984 162,500 167,146 175,487 174,743 174,169 169,712

※端数処理等の関係上、計等が合わないことがある。
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， ， ， ，基金の年度末現在高は１６９ ７１２百万円で 前年度末に比べて４ ４５７百万円

２．６％の減少となっている。

基金の種類別では 「財政調整基金」は７１，２２５百万円で，前年度末に比べて，

３，８３７百万円，５．１％の減少となっている。

「減債基金」は３７，２８３百万円で，前年度末に比べて１，８７３百万円，４．８％

の減少となっている。

また 「その他特定目的基金」は６１，２０４百万円で，前年度末に比べて１，２５３，

百万円，２．１％の増加となっている。


